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低炭素社会実現へ向けた部門別
ロードマップ第一次案

参考資料
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○ 本資料は、重点的に開始すべき技術について、①目標、②技術ロードマップ／普及シナリオ／普及策、③
海外動向、④温室効果ガス削減効果、の観点から整理したものである。

○ 本資料は、「環境エネルギー技術革新計画」（平成20年5月19日総合科学技術会議決定）の参考資料「環
境エネルギー技術のロードマップ及び普及シナリオ」を基にし、「低炭素社会づくり行動計画」（平成20年7月
29日閣議決定）などを引用または参照している。

○ 政府が主導する技術のみならず、官民が一体となった総合的な取り組みを提示している。

○ 温室効果ガス削減効果は、技術ごとに異なる前提・シナリオに基づく試算である。技術間の重複関係の排
除等を考慮していないため、削減効果を合算することは出来ない。

○ なお、今後は本参考資料に記載されている部門毎に関係府省連携の下、更に詳細なシナリオを構築し、具
体的方策を策定する必要がある。

平成２１年２月２０日
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・ハイブリッド、電気自動車、電力貯蔵

・燃料電池自動車

世界全体の温室効果ガスを２０５０年までに半減する
目標から見た重点的に開始すべき技術の候補
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産業（工場等）

業務
（オフィスビル等）

家庭

エネルギー転換
（石油精製等）

運輸（自動車・船舶等）

エネルギー起源の二酸化炭素の排出量推移
（点線は現状固定ケース、破線は最大導入ケース）

出典：環境省（温室効果ガスインベントリ）、経済産業省（長期需給見通し、現状固定ケースと最大導入ケース）

・革新的製造プロセス

（水素還元製鉄・ガラス製造プロセス等）
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・省エネ家電・情報通信機器

（グリーンＩＴ）

・省エネ住宅・ビル、高効率照明、

高効率ヒートポンプ

・定置用燃料電池

産業部門

運輸部門

転換部門

業務・家庭部門

供給部門
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2000 2010 2020 2030 2040 2050

［供給部門］原子力発電（次世代軽水炉、高速増殖炉サイクル等）

2020年をめどに発電電力量に占める「ゼロ・エミッション電源」の割合を50%以上とする中で、原子力発電の比率を相当程度増加させる
2030年前後からの既設軽水炉の代替需要をにらみ、世界市場も視野に入れて次世代軽水炉の技術開発を進める
高速増殖炉サイクル技術については、2025年の実証炉及び関連サイクル施設の実現、2050年頃からの商業ベースでの導入を目指す
（低炭素社会づくり行動計画）

目

標

温室効果ガス削減効果

技術ロードマップ／普及シナリオ

海外動向
各種電源別のCO2排出量

発電電力量
原子力最大導入ケース

［億kWh］

30年前、世界に十数社あっ
た原子力プラントメーカーも
現在は、三菱重工、日立、
東芝、GE（米）、アレバ
（仏）、アトムエネルゴプロ
ム（露）と再編が進んでいる

（出典）経済産業省「長期需給見通し」より内閣府作成

使用済燃料の発生量低減

免震技術、新材料開発

プラントデジタル化技術等

技術課題

○次世代軽水炉

・より実効性の高い検査への移行
・充実させた高経年化対策の着実な運用

経済性、信頼性、安全性の飛躍的向上

○安全確保を大前提とした既設炉の適切な活用
・国内リプレース対応
・世界標準炉として海外市場へ展開

○高速増殖炉サイクル

商用炉

ウラン資源利用率の飛躍的な向上
放射性廃棄物の大幅な減少

実証炉

原型炉「もんじゅ」
（福井県敦賀市）
94年臨界、
現在、運転に向けた準備中

実験炉「常陽」(茨城県大洗町）
77年臨界、現在まで運転中

次世代軽水炉の運転
次世代軽水炉

詳細設計／安全審査／建設等
基本設計・
要素技術開発

高速炉実証ステップ
実証炉設計・建設

実用化研究開発(FaCT)
原型炉「もんじゅ」運転→ 実証炉運転

高速炉実用化
商用炉建設（2050年より前）商業炉設計／安全審査

高速炉戦略調査研究
1977年～実験炉「常陽」運転→

ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨ
ｽﾀﾃﾞｨ

既設軽水炉
開発・運転実績

・2017年までに９基の建設を計画中

規制高度化（安全指針・規格基準整備）
世界標準の確立

国民への広聴・広報活動の充実
CDM事業としての認定

性能目標；プラント設計寿命：80年、建設工期：約30ヶ月以下、耐震性：免震技術の採用等

345250885615その他

43744374304832192014原子力

389560107210042108石油

14632013233924791639LNG

9396

1732

904

2000

9845

2529

813

2005

8908100507376合計

14812006719石炭

856846881水力

203020201990

原子力最大導入ケース
（既設軽水炉の活用含
む）になったと想定すると

2030年に
約6,500万トン削減可能

普
及
促
進
策

社
会
シ
ス
テ
ム
改
革

○安全規制
○標準化
○CDM
○広報・広聴

（出典） 電力中央研究所
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2000 2010 2020 2030 2040 2050

［供給部門］天然ガス火力、石炭火力、ＣＣＳ（二酸化炭素回収貯留）

IGCC（石炭ガス化複合発電）の発電効率について2015年頃に48%、長期的には57%の達成を目指す
ＩＧＦＣ（石炭ガス化燃料電池複合発電）の発電効率について2025年頃に55%、長期的には65%の達成を目指す
CCS（二酸化炭素回収貯留）については分離・回収コストを2015年頃に2000円台/ｔ、 2020年代に1000円台/ｔに低減することを目指す
（低炭素社会づくり行動計画）

目

標

技術ロードマップ／普及シナリオ

耐熱高温材料技術、触媒技術

貯留ポテンシャル評価

モニタリング技術

分離膜技術等

技術課題

送電端効率（HHV） 52％（1500℃級） 56％（1700℃級）
・コンバインドサイクル発電

60％（FC／GTハイブリッド発電）

・高温ガスタービン技術

・大容量高温形燃料電池（MCFC等）技術

・高耐熱材料技術

・タービン技術

・先進冷却、燃焼、遮熱技術、高負荷圧縮機

○天然ガス火力複合発電

・高湿分空気利用ガスタービン発電

46％（1500℃級・湿式ガス精製）
50％（1700℃級・乾式ガス精製） 57％（A-IGCC）48％（1500℃級・乾式ガス精製）

・次世代IGCC
41％（250 MW実証機）

分離コスト 4,200円/t-CO2 1,000円台/t-CO2（高圧ガスへの分離膜適用）2,000円台/t-CO２
・化学吸収法、物理吸収/吸着法、膜分離法、

・帯水層、廃油ガス田、炭層貯留 ・溶解希釈、深海底貯留隔離 など

未利用低品位廃熱利用による吸収液再生等

・分離膜の大型化、
連続製造

CO2貯留

新設初期導入実証

新設・リプレース実証○石炭ガス化複合発電

55％（600 MW級商用機）実証機（1000 t/d級） 65％（A-IGFC）
・次世代IGFC

送電端効率（HHV）

新設・リプレース実証○石炭ガス化燃料電池複合発電

本格展開大規模実証地中貯留実証

CO2地中貯留 CO2海洋隔離

海洋汚染防止法改正（2007）、鉱業法、鉱山保安法、高圧ガス保安法等の検討

CDM事業としての認定
安全基準検討WG（2008）

国民への広聴・広報活動の充実

CCSに関連して
普
及
促
進
策

社
会
シ
ス
テ
ム

改
革

○安全規制
○標準化
○CDM
○広報・広聴

CO2分離回収
○CCS

温室効果ガス削減効果海外動向
○【CCS】貯留ポテンシャルは、背斜
構造を持つ帯水層のうち基礎試錐
データがあるものに限っても52億トン
程度、帯水層全体では約1,500億ト
ンもの量が見込まれる。
（出典）経済産業省CCS2020

・酸素吹きのＩＧＣＣについ
ては海外で先行
・ＣＣＳについては、ドイツで
石炭火力と組み合わせた
システムが2008年9月より
稼働中

○【高効率天然ガス火力発電】2030年時点で、技術開発目標は発電効率60％となっており、既設の発
電効率40％と比較した場合、約3割削減可能である。仮に100万ｋＷの天然ガス火力発電の発電効率
が40％から60％まで向上すれば約100万ｔ-CO2/年の削減になると試算される。

・輸送技術

○【高効率石炭火力発電】 2030年時点で、技術開発目標は発電効率50％となっており、既設の石炭
火力の発電効率40%と比較して約２割削減可能である。仮に100万ｋＷの石炭火力発電の発電効
率が40％から50％まで向上すれば約120万ｔ-CO2/年の削減になると試算される。
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2000 2010 2020 2030 2040 2050

［供給部門］再生可能エネルギー（太陽光発電・風力発電）
太陽光発電システムの価格を3～5年後に現在の半額程度に、太陽光発電の導入量を2020年に10倍、2030年に40倍にする
（低炭素社会づくり行動計画）
2020年度までに電力10社合計で約30地点・14万kWのメガソーラー発電所を導入（電気事業連合会）
風力発電設備容量を2010年度に300万kWにする（地球温暖化対策推進大綱）

目

標

温室効果ガス削減効果

技術ロードマップ／普及シナリオ

海外動向

・近年、フィードイン・タリフ制
度を導入したドイツが累積導
入量で日本を上回る。
・中国のサンテックは近年生
産量が急増し、2006年に日
本の太陽電池モジュール専
業メーカーであるＭＳＫを買
収。

・化合物結晶系 ・高効率化合物集光型

発電コスト 46円/kWh 23円/kWh 14円/kWh

従来型系統連系システム

大規模太陽光発電所（VLS－PV）

6～16% 10～35%

7円/kWh

15～40% >40%

・有機系 ・超高効率薄膜

・超薄型結晶ｼﾘｺﾝ ・新構造・新材料
・単層薄膜ｼﾘｺﾝ ・積層型薄膜ｼﾘｺﾝ

・CIS系薄膜

住宅用

産業用

海外用

構内高電圧連携自家消費システム

中規模PVシステム

SHS（Solar Home System）→ミニグリッド

広域連携PVシステム

○太陽光発電

○風力発電
（洋上発電） ・低コスト重力・モノパイル式の開発

・大深水ジャケット式
・浮体式
・遠隔監視システム

・超大型風車10MW
・セイリング方式
・低コスト浮体式
・低コスト風車

・低コストセイリング方式
・超電導技術の活用

普及促進策
社会システム改革

【家庭分野】グリーン電力証書、エコ・アクションポイントの活用等
【企業分野】メガ・ソーラーの建設促進等

【地域展開】次世代エネルギー・パークの整備・充実、新エネルギーコミュニティ構想の推進等

＊長期エネルギー需給見通しの水準を踏まえたRPS法の運用
国内クレジット制度の活用、戸建住宅へのトップランナー制度適用(改正省エネ法)等

【公的施設分野】公的支援の充実、グリーン購入法の基準見直し等

2003～RPS法による支援(2014まで目標設定)

太陽光発電と風力発電により、国内では下記の
削減効果*が見込まれる。
2010年度 456～660万t-CO2
2020年度 796～1,441万t-CO2
2030年度 2,389～4,110万t-CO2

*すべて原油から発電したと仮定。試算に用いる単位発熱量、
燃料種別排出係数は、「特定排出者の事業活動に伴う温室
効果ガスの排出量の算定に関する省令」に基づく。

（単位：原油換算万kl）
2005年度 2010年度 2020年度 2030年度

実績
対策下限
ケース

対策上限
ケース

努力継続
ケース

最大導入
ケース

努力継続
ケース

最大導入
ケース

太陽光発電
35

(142万kW)
73

(298万kW)
118

(482万kW)
140 350 669 1300

風力発電
44

(108万kW)
101

(225万kW)
134

(300万kW)
164 200 243 269

合計
(第１次エネルギー総供給比)

79
(0.13%程度)

174
(0.03%程度)

252
(0.45%程度)

304
(0.51%程度)

550
(0.98%程度)

912
(1.52%程度)

1569
(2.98%程度)

新エネルギー導入実績と導入見通し

出典 総合資源エネルギー調査会「長期エネルギー需給見通し」及び「エネルギー白書2008」より内閣府作成

国および地方自治体による導入支援（補助金、融資、税制優遇等）

（例）「霞ヶ関低炭素社会」の実現

【教育分野】小中高大学への導入拡大、環境教育促進等

・低コスト・高効率な
総合システムの確立

・結晶ｼﾘｺﾝ

モジュール
変換効率
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2000 2010 2020 2030 2040 2050

［産業部門］革新的製造プロセス（水素還元製鉄・ガラス製造プロセス等）

2030年までに製鉄所での排出量を約30％削減する技術を確立し実用化を目指す （低炭素社会づくり行動計画）
2010年度に産業部門及びエネルギー転換部門からのCO2排出量を1990年度レベル以下に抑制するよう努力する（経団連、自主行動計画）

目

標

温室効果ガス削減効果

技術ロードマップ／普及シナリオ

海外動向

・水素還元は、日米欧ともに実験室での基礎基盤
的研究段階。
・高炉ガス循環など、一貫プロセス改善について
はベンチ炉試験を開始した欧州が先行。
・バイオリファイナリー技術については、遺伝子組
換え微生物を用いた製造プロセスは、日本以外
においても進められているが、その技術は日本独
自のものもあり、欧米技術とは異なるアプローチ
がなされている。

●革新的製鉄プロセス

●CO2分離・回収技術

○水素還元製鉄
・微粉炭吹き込み（PCI）、石炭調湿（CMC）等

・ガスホルダー運用、改良型複合発電（ＡＣＣ） ・Ｈ２供給

副生ガス回収・利用

・連続化、AI、CNC等 継続的効率化推進

・高炉ガス循環技術
・水素増幅技術
・鉄鉱石水素還元技術

（Artificial Intelligence）、（Computerized Numerical Control）

COP4.0を達成（2020頃）

小型炉の実用化（2015頃） 大型炉の実用化（2030まで）

工業的実用化（2010年代）
○非鉄金属材料
製造プロセス

○その他産業
低コスト化
大規模化

新素材の開発
水処理技術の開発

更なる低コスト化分離膜技術

蒸気生成ヒートポンプ

○ガラス製造
プロセス

自動車等の省エネ材料技術
最適傾斜機能鍛造部
材製造技術

多種多様な物質の大量生産・低コスト化・石油からの原料転換バイオリファイナリー技術
○化学品製造
プロセス

オレフィン系モノマー
自在重合触媒

複数種類のモノマー
共重合触媒

不活性分子の活性化
化学結合自在制御触媒

ゼロエミッション
物質合成触媒○ポリマー類製造重合触媒技術

炭素繊維複合材技術

廃熱を利用した
蒸気生成HPの実用化

○ 関連産業のCO2排出量は、年間およそ1.2億t。１）

○ 上述の技術が、完全に普及したと仮定した場合
2030年頃に以下の削減量が試算。（※）
・ガラス製造 △100万t（66％減）（1/3に省エネ）

・化学品製造 △400万t（2割減）（バイオマスプラスチック ２））
・非鉄金属 △100万t（2割減）2） 他 C

O
2排
出
量
（
国
内
）

1.2億t 
排出1)

現在 2030年

600万ｔ
（5%）
減※

１）・・・化学繊維＋化学＋ガラス＋石油製品
＋窯業土石＋非鉄地金
排出量は温室効果ガスインベントリ（2005）

２）・・・総合科学技術会議
「温暖化対策技術調査検討WG報告書」
非鉄金属分は、チタン分の最大値を推計

※・・・仮定から最大限の見積もりであることに留意

普及促進策
2008～減価償却制度の見直し
排出量取引の試行的実施 （国内版CDM等）

（償却可能限度額･残存価額の廃止、法定耐用年数見直し）

一連のプロセスを連続化する
新製錬法の開発

省エネガラス製造技術の開発
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2000 2010 2020 2030 2040 2050

［運輸部門］ハイブリッド、電気自動車、電力貯蔵

0

20,000

40,000

60,000

80,000

1990 2000 2010 2020 2030

2020年までに新車販売のうち2台に1台を次世代自動車（ハイブリッド自動車、電気自動車、プラグインハイブリッド自動車等）を導入
急速充電設備（例えば、家庭充電で約７時間の充電時間を急速充電では約30 分程度に短縮可能）を含む充電設備等のインフラ整備を行う
（低炭素社会づくり行動計画）

目

標

温室効果ガス削減効果

技術ロードマップ／普及シナリオ

（出典） 「JHFC総合効率検討結果」報告書

海外動向
1km走行当りCO2総排出量（10・15モード）

短距離用 一般用

2030年に保有台数の半
分が電気自動車に置き換

わった場合、
約5,000万トン削減可能

乗用車の保有台数見通し

0 100 200

ガソリン車

燃料電池自動車

ハイブリッド自動車

電気自動車

バッテリー性能（現状比） 1倍 3倍
バッテリーコスト 1/2倍 1/10倍
一充電あたりの走行距離 200 km 500 km

バッテリー性能の向上 飛躍的な航続距離の拡大
飛躍的な低コスト化

1.5倍

1倍

7倍

1/7倍 1/40倍

130 km

ポストLiイオン電池の開発など

Liイオン電池の性能向上

プラグインハイブリッド自
動車、電気自動車は、

CO2排出量をガソリン車
の約1/2～1/3、 約1/4に
低減することが可能

単位［g-CO2/km］

［千台］・米国では、DOEが研究開
発中（約50億円,2008）
GMなどは2010までに
PHEVを市場投入予定
・ドイツでは総額3億6千万
ユーロを投資し、自動車業
界と共同で研究開発中
・韓国・中国では、大規模
国家プロジェクトにより猛追

（出典）経済産業省

市場投入
○電気自動車（EV）

○プラグインハイブリッド
自動車（PHEV）

本格普及一般コミューターEV

プラグインハイブリッド自動車

公共用、用途限定EV

先進型Liイオン電池 金属空気電池など
飛躍的な高性能化、低コスト化○二次電池

Li金属電池、LiS電池など

Ni水素電池 Liイオン電池

コスト低減

高エネルギー密度化

信頼性向上

レアメタル代替技術等

技術課題燃費基準の改定2015年を目標として策定（2007）
省エネ車への税制優遇/クリーンエネルギー自動車導入補助金（1998～）

丸の内・大手町・有楽町ビル9カ所、埼玉ショッピングセンター（2008）
（例）郵政公社21,000台(2008～2015)、環境省等

（例）横浜市等による低公害・低燃費車両の導入
自動車燃費性能評価、安全性評価試験の標準化、公表制度

普
及
促
進
策

社
会
シ
ス
テ
ム
改
革

リチウムイオン電池の国際輸送規制緩和

○燃費基準
○補助金・税制優遇
○グリーン調達
○充電インフラ整備
○環境モデル都市
○標準化
○規制緩和



88

2000 2010 2020 2030 2040 2050

［運輸部門］燃料電池自動車

車両価格を 2010 年に ICV（内燃機関自動車）比で3～5倍、2020年に1.2倍まで低減することを目指す。耐久性については、2010年に3000時間、
2020年に5000時間まで向上させることを目指し、航続距離は2010年で400km、2020年で800kmまで向上させることを目指す
（クールアースエネルギー革新技術計画）

目

標

温室効果ガス削減効果

技術ロードマップ／普及シナリオ

海外動向

車両価格 ３～５倍

航続距離

耐久性

20倍

３００ｋｍ

・水素貯蔵能力の大幅な向上
・貴金属量低減・貴金属代替触媒の開発

高性能で安定性の高い燃料電池

水素製造・輸送・供給

高容量な水素貯蔵技術

燃料電池の長寿命化

コスト低減を実現する貴金属量低減・代替触媒開発

技術課題

２０００時間

本格普及大規模実証試験公共車両への積極導入

飛躍的な航続距離の拡大飛躍的な低コスト化

普
及
促
進
策

社
会
シ
ス
テ
ム
改
革

１．２倍

４００ｋｍ ８００ｋｍ

３０００時間 ５０００時間

次期大規模実証プロジェクト
水素・燃料電池実証
プロジェクト（JHFC)

・次世代スタック部材最適化・無加湿ＭＥＡ、白金代替・低炭素過電圧触媒等

・スタック量産技術確立

○2015年前後の商業化を目指し、日米欧各社が
ほぼ同一線上でしのぎを削っているが、国内自動
車メーカーがガソリン車に匹敵する航続距離を有
する車両の開発に成功するなど、世界トップの技
術力を有する。
○米国では２０１５年に走行距離３００マイル強
（483km）、耐久性5000時間を目標にし、GMが
米農務省と提携し大規模な市場化テストを実施
する等予断を許さない状況

技術レベル

インフラ整備 水素ステーション整備（JHFCで１１基整備）
水素経済のための国際パートナーシップ（ＩＰＨＥ）（現在１７ヶ国参加）

実証試験

国際協力・標準化

補助金・税制優遇 省エネ車の税制優遇/クリーンエネルギー自動車導入補助金（1998～）
公共調達 政府・地方自治体等による調達（政府・神奈川県等）

・１ｋｍ当たりのCO2排出量比：30.2%（JHFC総合効率検討結果）

・２００５年の自動車CO2排出量：2億2550万ｔ （環境総合研究所）

以上より約１７００万ｔの削減効果が見込める

○燃料電池自動車
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2000 2010 2020 2030 2040 2050

［業務・家庭部門］省エネ家電・情報通信機器（グリーンＩＴ）

２０２０年までには新たに購入される家電、業務機器の全てが現在の最高水準の効率を達成し、２０３０年には更に２割効率改善達成

２０１５年以降省エネ率２０％のサーバー、省エネ率８０％のストレージが急速に普及し、２０３０年には、全ての機器の入れ替え
トップランナー基準を達成した省エネ機器の加速的普及（グリーンITイニシアティブ資料）

目

標

温室効果ガス削減効果

技術ロードマップ／普及シナリオ

海外動向

寿命（有機ELディスプレイ）
消費電力（情報通信機器）
微細化（次世代半導体）

2.7kWh/年・インチ
1万時間

コスト削減
BEMS/HEMSとの連携
仮想化技術
光化デバイス技術
デバイスの低消費電力化

技術課題

1倍 7/10倍
hp45nm

トップランナー基準等による普及促進産学官連携した省エネ技術開発の推進

有機ELディスプレイ高効率PDP/LCDディスプレイ
システム全体

1/50倍

1.6kWh/年・インチ
5万時間 10万時間

hp11nm（消費電力1/10）

家電制御標準化
外部から制御（待機電力削減）

ヒートポンプ利用冷蔵・冷凍庫

○ 現状で情報通信機器に
よるCO2排出量は国内総
排出量の約5％

○ 今後、社会で扱う情報量
が2025年には約200倍に
増加すると予想されており、
未対策の場合、CO2排出量
は5倍に増加

情
報
通
信
機
器

国
内

C
O

2 排
出
量

現在
2025年
（未対策）

2025年
（対策実施）

1.3億t
排出

2600万ｔ
排出

40%減

※ 経済産業省「グリーンＩＴイニシアティブ会議」関連資料

（5倍）
○ 我が国は省エネ技術全般、家電、光通信技術において世界をリードしているが、
その他の分野では、各国がしのぎを削っている状態。

○半導体
○省エネ家電

○有機ＥＬディスプレイ○省エネネットワーク機器

個別の情報機器の省エネルギー化

hp22nm

○情報通信機器

○家電

普
及
促
進
策

社
会
シ
ス
テ
ム
改
革

トップランナー制度

購買促進活動

協議会等による
推進活動

対象機器の拡大（ルーター等）、基準の適宜改訂対象機器：現在２１

グリーン調達

サーバー・データセンターの仮想化技術
情報通信システムの省エネ最適化、高効率冷却技術

通信量に応じた制御 光ルータ ネットワークシステム全体の省エネルギー化

極低電力回路・システム技術○次世代半導体デバイス

対象機器の拡大（複合機等）、基準の適宜改訂対象品目：現在２３７

グリーンIT推進協議会（現在２２９団体が参加）/グリーンITイニシアティブ
エコ・アクション・ポイントシステム等による促進

省エネ設備の即時償却補助金・税制優遇

省エネラベリング制度/カーボンフットプリント削減効果の見える化

年間消費電力量（液晶ディスプレイ）

ヘテロジニアス・メニーコア技術
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2000 2010 2020 2030 2040 2050

［業務・家庭部門］省エネ住宅・ビル/高効率照明/高効率ヒートポンプ
新築の住宅・ビルがすべて省エネ型のものになることを目指す（低炭素社会づくり行動計画）
２０１２年を目途に、白熱電球の電球形蛍光ランプ等への原則切替を実現 （低炭素社会づくり行動計画）

ＬＥＤ照明・有機ＥＬ照明等の高効率照明が２０２０年までに照明全体の約１４％、２０３０年までに約６４％を占める（グリーンITイニシアティブ資料）
２０３０年に超高効率ヒートポンプのコストを現状の３／４、効率を１．５倍、２０５０年にコストを１／２、効率を２倍まで向上 （低炭素社会づくり行動計画）

目

標

温室効果ガス削減効果

技術ロードマップ／普及シナリオ

海外動向

これらの推進により
2030年には

6000万t程度の
CO2削減効果の実

現可能性がある。

熱損失係数（省エネ住宅） 1.6W/m2・K
発光効率（高効率照明）

機器効率（ヒートポンプ）
コスト（ヒートポンプ）

1.5倍 ２倍

2.7W/m2・K

100lm/W(LED)

膨張動力回収技術

○ヒートポンプ

次世代冷媒技術 超高効率空調用ヒートポンプ

超高効率空調給湯兼用
熱回収ヒートポンプ

冷房

暖房

BEMS/HEMSとの連携
長寿命化

材料開発

効率向上（発光効率、機器効率等）

技術課題

50～100lm/W
(蛍光灯）

1倍
¾倍 ½倍1倍

200lm/W(LED) 200lm/W(有機EL)
100lm/W(有機EL)

給湯

高効率熱回収技術

融雪用ヒートポンプ技術 超高効率熱交換技術

超高効率暖房給湯兼用ヒートポンプ

本格普及・次世代製品への乗り換え一般家庭等への初期導入研究開発・初期製品

低真空断熱技術マルチセラミックス膜断熱材料技術高断熱遮熱住宅・ビル
高気密住宅・ビル
パッシブ住宅・ビル

次世代照明有機EL照明高効率蛍光灯

飛躍的な効率向上、低コスト化

飛躍的な長寿命化、低コスト化

○【ヒートポンプ】日本で家庭用エアコン暖房約3,000万台
(5.17GJ/年/台)家庭用ヒートポンプ給湯器約2,000万台(4.5～
6kW)普及等で5,400万t-CO2削減可能

○【高効率照明】日本の2030年の屋内照明のLED普及率を約30%
（照明用途電力量の約20%相当）と仮定すると187億ｋＷｈで約700
万t-CO2削減可能（出典）日本機械工業連合会、金属系材料研究開発センター調査報告書

○【省エネ住宅・ビル】日本の業務用ビルの断熱化により、108.3万kl /
年削減効果（約300万t-CO2削減に相当） （出典）経済産業省

（出典）（財）ヒートポンプ・蓄熱センター

飛躍的な断熱性向上

○高効率ヒートポンプ

○高効率照明

○省エネ住宅

普
及
促
進
策

社
会
シ
ス
テ
ム
改
革

（COP 2.2～3.8） （COP 4.5～6.2）

○省エネ住宅 ○ 我が国はいずれの技術
も世界をリードしており、か
つ海外でも関心が高まって
いる技術であるため、先進
国・途上国問わず海外展開
できる可能性がある。
○LED照明は海外企業が
日本市場に参入するなど競
争激化が予想される。

トップランナー制度 対象機器の拡大（照明器具等）、基準の適宜改訂対象機器：現在２１

グリーン調達 対象機器の拡大（ＬＥＤ照明器具等）、基準の適宜改訂対象品目：現在２３７

補助金・税制優遇 省エネ設備の即時償却/省エネ改修への助成/建設・維持管理の各段階での支援
エコ・アクション・ポイントシステム、省エネ住宅優遇融資、超長期住宅先導的モデル事業等購買促進活動/事業

省エネラベリング制度/カーボンフットプリント削減効果の見える化

高効率LED照明
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2000 2010 2020 2030 2040 2050

［業務・家庭部門］定置用燃料電池

燃料電池に関して、2020～2030年頃に、システム価格を40万円/kWへ、耐久性を９万時間、発電効率を36％まで向上させることを目指し、技術
開発を推進する（低炭素社会づくり行動計画、クールアースエネルギー革新技術計画）

目

標

温室効果ガス削減効果

技術ロードマップ／普及シナリオ

海外動向

燃料電池の長寿命化
コスト低減を実現する貴金属量低減・代替触媒開発
発電効率

技術課題

普及から本格普及へ

・無加湿ＭＥＡ、白金代替・低炭素過電圧触媒等
・高温・低加湿対応技術、ロバスト化技術
・白金量低減

・バイオ燃料（直接）
・アンモニア直接

飛躍的な低コスト化○固体高分子形燃料電池（PEFC）

発電効率（HHV）、耐久性、システム価格
小規模コジェネ
中規模コジェネ

発電効率（HHV）、耐久性

GT/FC複合発電

32%,4万時間 36%,9万時間

40％、4万時間
100万円/kW

>40％、9万時間
<25万円/kW（※家庭用：30～40万円）

400～500万円 50万円約70万円 <40万円

42％、4万時間、100万円/kW >45％、9万時間、<20万円/kW
60％、4万時間、数十万円/kW >60％、9万時間、<10万円/kW

※家庭用は貯湯槽
を含む想定価格

システム価格（定置用、kWあたり）
（PEFC）

（SOFC）

・安定アニオン膜、中温電解質
・非貴金属空気極、非金属燃料極

・小規模コジェネ○固体酸化物燃料電池（SOFC） ・中規模～大規模発電
・CO2分離・回収

飛躍的な耐久性向上・低コスト化

○溶融炭酸塩形燃料電池（MCFC）
・小規模コジェネ

・中規模～大規模発電
・CO2分離・回収

飛躍的な長寿命化・低コスト化

初期普及技術検証から初期導入へ

水素経済のための国際パートナーシップ/国際エネルギー機関・水素実施協定

○ 我が国では、着実な技術開発により性能の向上が図ら
れ、2007年度末までに2200台超の家庭用PEFCによる大
規模実証試験が実施された。
○ 2009年度より世界に先駆けて市場導入が行われる予
定であり、定置用燃料電池の実用化に関してはもっとも先
行していると考えられる。
○米国でも既に400台程度展開されており、この後普及が
進む可能性はある。

国際協力・標準化

実証試験

○国内の削減効果について
定置用1ｋWあたりで年間約１．４ｔの削減効果。２０３０年には定置用1kW
級が1250万台普及したとして、全体で、1,750万ｔの削減。(火力平均排出
原単位で試算)
【出典】
1)産業構造審議会環境部会地球環境小委員会・中央環境審議会地球環境部会合同会合（第１４回）
2)資料２ 京都議定書目標達成計画の個別対策・施策の進捗状況
3)燃料電池実用化戦略研究会（第１２回）

省エネ設備の即時償却/導入補助金
エコ・アクション・ポイントシステム等による促進/関係団体の啓蒙活動による認知度向上
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補助金・税制優遇

次期実証事業定置用燃料電池
大規模実証事業

購買促進・啓蒙活動


